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平
成
19
年
中
の
所
得
が
大
幅
に
減
っ
た

人
（
病
気
等
で
長
期
休
職
の
人
・
退
職
者
・

自
営
で
収
入
減
等
）で
、19
年
中
の
所
得
税

が
非
課
税
に
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
税
源
移

譲
に
よ
る
平
成
19
年
度
住
民
税
の
増
加
の

影
響
の
み
を
受
け
る
人
は
、
平
成
19
年
度

の
住
民
税
を
税
源
移
譲
前
の
税
率
で
算
出

し
た
税
額
ま
で
減
額
す
る
経
過
措
置
が
実

施
さ
れ
ま
す
。（
下
図
参
照
）

※
申
告
期
間
　
平
成
20
年
７
月
１
日
〜
７

月
31
日
ま
で
に
、
平
成
19
年
１
月
１
日
現

在
の
住
所
地
の
市
区
町
村
に
申
告
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　　　
平
成
19
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
た
税
源
移

譲
に
よ
り
、所
得
税
が
減
額
に
な
り
、所
得

税
か
ら
控
除
で
き
る
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
が

減
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
場

合
、
税
源
移
譲
が
実
施
さ
れ
な
け
れ
ば
受

け
ら
れ
て
い
た
控
除
額
と
の
差
額
を
、
申

告
に
よ
り
翌
年
度（
平
成
20
年
度
か
ら
）の

市
・
県
民
税（
所
得
割
）か
ら
控
除
し
ま
す
。

　　
65
歳
以
上
の
人
で
前
年
の
合
計
所
得
金

額
が
１
２
５
万
円
以
下
の
人
に
対
す
る
非

課
税
措
置
が
、
平
成
18
年
度
か
ら
廃
止
さ

れ
、
平
成
19
年
度
ま
で
経
過
措
置
が
あ
り

ま
し
た
が
、
経
過
措
置
の
終
了
に
よ
り
、

平
成
20
年
度
以
降
は
、
全
額
課
税
と
な
り

ま
す
。

●
市
・
県
民
税
の
住
宅
借
入
金
等
特

別
税
額
控
除
（
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
）

の
創
設

　
納
税
者
の
皆
さ
ん
に
、今
年
度
の
市
・
県
民
税
の
納
税
通
知
書
を
お
届
け
し
て
い
ま
す
が
、

平
成
19
年
度
に
引
き
続
き
、
国
と
地
方
の
間
で
税
源
移
譲
に
伴
う
税
制
改
正
等
が
実
施
さ
れ

て
い
ま
す
の
で
、
そ
の
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
※
お
手
元
の
納
税
通
知
書
に
同
封
さ
れ

て
い
る
「
平
成
20
年
度
市
・
県
民
税
改
正
の
お
知
ら
せ
」
と
一
緒
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　　
市
・
県
民
税
で
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
を
受

け
る
た
め
に
は
、毎
年
申
告（
原
則
３
月
15

日
ま
で
）が
必
要
で
す
。控
除
に
該
当
さ
れ

る
人
で
、
ま
だ
申
告
を
し
て
い
な
い
人
は

早
め
に
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

※
申
告
の
あ
っ
た
日
以
後
の
納
期
未
到
来

分
の
税
額
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

　
　
　
　
市
・
県
民
税
の
お
知
ら
せ

●
税
源
移
譲
時
の
所
得
変
動
に
係

る
経
過
措
置（ 

申
告
が
必
要
で
す 

）

【
申
告
に
つ
い
て
】

●
非
課
税
措
置
の
廃
止
に
よ
る

　
　
　
　
　
　  

経
過
措
置
の
終
了

●
地
震
保
険
料
控
除
の
創
設

【
対
象
と
な
る
人
】

　　
平
成
11
年
か
ら
18
年
末
ま
で
に
入
居
し

て
、
所
得
税
で
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用

を
受
け
て
い
る
人
。た
だ
し
、所
得
税
で
住

宅
ロ
ー
ン
控
除
を
全
額
適
用
を
し
、
所
得

税
が
課
税
さ
れ
て
い
る
人
は
、市
・
県
民
税

で
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※
平
成
19
年
以
降
に
入
居
さ
れ
た
人
に
は
、

こ
の
控
除
の
適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※対象者には、平成20年6月
中に「市民税・県民税減額申
告書」を発送する予定です。

※平成19年度中に亡
くなられた人や、海
外へ転出されて平成
20年1月1日現在国内
に居住されていない
人には、この経過措
置は適用されません。
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所得税から控除しきれなかった 
住宅ローン控除額を翌年度の 
住民税（所得割）から控除 

本
来
納
付
す
べ
き
住
民
税
額 

これまで所得税から控除できた住宅ローン控除額が減少 

平
成
20
年
度

　
こ
れ
ま
で
の「
損
害
保
険
料
控
除
」が
廃

止
さ
れ
、
新
た
に
「
地
震
保
険
料
控
除
」
が

創
設
さ
れ
ま
し
た
。

所得税 

所得税 

住民税 

住民税 

住民税 

税源移譲により増額と 
なった住民税額 
（減額となった所得税額） 

所得税 
非課税 

平成18年中の 
所得に対して 
の課税 

平成19年中の 
所得に対して 
の課税 

所得変動が 
ない場合 
平成19年（度） 

所得変動が 
あった場合 
平成19年（度） 

平成18年（度） 

申告により 還付 
税源移譲により増額と 
なった住民税相当額が 
還付されます  

◎
問
合
せ
　
税
務
課
市
民
税
係
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